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序　　　　　文

ジンバブエ国感染症対策プロジェクトは、平成８年７月１日から５年間の協力期間において、

ジンバブエ共和国保健省の実施する感染症の予防対策事業を支援するために主にマラリア、住血

吸虫症にかかるコントロールを行うことを目的として協力が開始されました。

このたび、協力開始後２年６カ月あまりの時点でこれまでの活動内容を確認し、本プロジェク

トにかかわる専門家とカウンターパートに必要な助言を提供し、また、本プロジェクト当初の目

標を達成するために必要な事項をジンバブエ共和国側関係者と協議するため、国際協力事業団は、

平成 11年１月 16日から１月 28日までの日程で杏林大学医学部教授辻守康氏を団長として、運営

指導調査団を派遣しました。

本報告書は、上記調査団の調査結果を取りまとめたものです。ここに本調査にご協力を賜りま

した関係各位に深甚なる謝意を表しますとともに、本プロジェクトの実施運営に対しまして、さ

らなるご指導、ご鞭撻をお願い申し上げます。

平成 11年１月

国際協力事業団

医療協力部長　福原　毅文
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１．運営指導調査団派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

ジンバブエ共和国（以下、ジンバブエ）は人口約 1,100万人を有し、保健指標については、サハ

ラ以南アフリカ諸国では比較的上位にあるものの、熱帯特有の感染症が依然として多く、国民の

健康を脅かしている。特にマラリアなど一部感染症については薬剤耐性をもったものも現れ、同

国政府は 1995年、感染症の予防対策事業に着手した。同事業はマラリア、結核、ＨＩＶなどの感

染率上位の感染症に対する疫学調査、国家感染症対策計画の策定等を内容としているが、同事業

を支援するための公衆衛生ラボラトリーの強化等にかかるプロジェクト方式技術協力を同国政府

はわが国に要請越した。

これを受け国際協力事業団は、1995 年に事前調査団を派遣し、その実施可能性につき調査を

行った。さらにその報告を受け、1996年４月に実施協議調査団を派遣し、討議議事録（Record of

Discussions：Ｒ／Ｄ）を署名・交換し、1996年７月１日より５年間にわたる協力を開始した。そ

の後、1997年３月の計画打合せ調査団派遣時に、マラリアと住血吸虫症対策を各プロビンス（県）

から１カ所ずつ選定された８つのディストリクト（郡）で実施することに合意し、モデル郡での本

格的な活動が開始して１年あまりを経過した。

本調査団は、活動の実施状況を調査するとともに、計画打合せ調査団の派遣時に策定された暫

定実施計画（Tentative Schedule of Implementation：ＴＳＩ）を現状に照らして改訂し、今後

２年半の活動の方向性を相互に確認することを目的として、杏林大学医学部教授辻守康氏を団長

とし、1999年１月 16日から１月 28日までの日程で派遣された。

１－２　調査団の構成

担　当 氏　名 所　　　属

団長 総　　括 辻　　守康 杏林大学医学部熱帯病・寄生虫学教室教授

団員 寄生虫対策 田中　　寛 東京大学医学部名誉教授

青年海外協力隊（ＪＯＣＶ）事務局診療室顧問

団員 プロジェクト・サイクル・ 西野　桂子 （株）グローバル・リンク・マネージメント

マネージメント（ＰＣＭ） 専務取締役

団員 協力計画 北林　春美 国際協力事業団医療協力部医療協力第二課課長
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１－３　調査日程

日順 月日 曜日 移動および業務

1 １月 16日 土 成田発（NH901）

シンガポール経由（SQ406）

2 １月 17日 日 ヨハネスブルク発（SA022）

ハラレ着

3 １月 18日 月 保健大臣表敬

専門家チームとの打合せ（保健省）

日本大使館表敬

ＪＩＣＡ事務所打合せ

専門家チームとの打合せ（ＪＩＣＡ事務所）

4 １月 19日 火 ＰＣＭワークショップ（第１日）

5 １月 20日 水 ＰＣＭワークショップ（第２日）

6 １月 21日 木 ＰＣＭワークショップ（第３日）

7 １月 22日 金 ＵＭＰ郡視察

8 １月 23日 土 ミニッツ案作成

9 １月 24日 日 ミニッツ案作成／個別打合せ

10 １月 25日 月 保健省疫学疾病対策部（ＥＤＣ）カウンターパート、専門家との打合せ

ミニッツ署名

11 １月 26日 火 日本大使館報告

ＪＩＣＡ事務所報告

ブレア研究所（Blair Research Laboratory）表敬

12 １月 27日 水 ハラレ発（UM367）

ヨハネスブルク経由（SQ405）

13 １月 28日 木 シンガポール発（SQ012）

成田着
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１－４　主要面談者

（1）ジンバブエ側関係者

1） 保健省：Ministry of Health and Child Welfare

Dr.T.Stamps Minister

Dr.D.Parirenyatwa Deputy Minister

Dr.P.L.Sikosana Permanent Secretary

Dr.B.Makunike Director,Epidemiology and Disease Control Department（ＥＤＣ）

Dr.B.Piotti Head,National Health Information Unit

Mrs.E.Sibanda Principal Administration Officer,Donor Coordination Unit

Mr.Mugove Chief Disease Control Officer

Mr.P.Dziva Acting Senior Disease Control Officer

Mr.C.Nzuma Principal Environmental Health Technician

2） ＷＨＯ

Mr.J.Pasipamire Malaria Coordinating Officer,WHO

（2）日本側関係者

1） 在ジンバブエ日本大使館

新田　　宏 特命全権大使

上田　　厚 参事官

2） ＪＩＣＡジンバブエ事務所

中村　光夫 所長

関　　智宏 所員

3） ジンバブエ国感染症対策プロジェクト

澁谷　敏郎 長期専門家（チーフアドバイザー）

田中　秀憲 長期専門家（業務調整）

我妻ゆき子 長期専門家（疫学）

露岡　令子 長期専門家（マラリア対策）

門司　和彦 短期専門家（衛生教育）
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２．総括

1996年４月 17日にＲ／Ｄが締結され、1997年３月 27日にＴＳＩが合意された。ＴＳＩ合意の

際に協議された主な内容は、①モデルエリアの選定、②プロジェクト実施上の保健セクターとの

関連、③技術者トレーニングについて、④機材供与について、⑤マラリアおよび住血吸虫症対策

に関する具体的な活動内容についての５点である。

各種機材の購入と専門家派遣の遅れから本プロジェクトはやや遅れがちであったが、対策実施

のモデルエリアも決定し、各々の地区および保健省ならびにブレア研究所への供与機材も配置さ

れ、さらに技術者トレーニングとしての人材訓練も着実に進捗していた。これに伴って保健大臣、

次官をはじめ保健省の疫学疾病対策部（ＥＤＣ）の幹部の人たちの評価も当初に比較して格段に改

善していた。

特にマラリアおよび住血吸虫症対策の実施がかなり多岐にわたるので、すべての分野で成果を

あげられるか否かということ、さらにジンバブエ側が本プロジェクトに配分する予算で計画実施

が可能か否かなどの点が危惧されていたが、1998年度に各ディストリクト（郡）で行われた基礎調

査でその執行予算の約 70％がジンバブエ側の予算で賄われるなど、ローカルコストの一部をジン

バブエ側が分掌し、かなりの配慮がなされている。ＴＳＩで合意された内容とジンバブエの疾病

対策との間にはかなりの隔たりがみられるので、住民参加による健康教育の問題などベースライ

ンサーベイの結果を踏まえたマラリアおよび住血吸虫症対策の具体化、活動の優先順位の決定を

行って、できる限り現状に合った活動を行うことが必要である。この基礎調査の結果を踏まえて

今後は滞りなく各種の対策活動が展開されることが期待される。

また今回は１月 19日から 21日までの３日間、ＰＣＭ（Project Cycle Management）についての

ワークショップが開催されたが、保健省、ブレア研究所、８プロビンス（県）のモデル地区、ＪＩ

ＣＡ現地事務所の各々の代表および調査団を含めて36名が参加し、本プロジェクトがマラリアお

よび住血吸虫症のコントロールを主目的とするということで意見の一致をみた。

なお現在、アフリカ諸国においてはセクター・ワイド・アプローチとしてドナーが各々に別個

のプロジェクトを支援するのではなく、政府の主宰のもとで１つのプログラムを連携して支援す

るべきであるとの考えが支配的になっているために、本プロジェクトも国家マラリア対策計画お

よび住血吸虫症対策計画に統合された諸活動として位置づけられている。したがってプロジェク

トとしての独自性を打ち出すことは困難な状況にあるが、モデル地区における対策活動の実効を

あげ、その結果を数量的に示すことによって、わが国のジンバブエ国家計画に対する貢献を示す

ことが可能である。そのためには主要な活動についてその効果測定の指標をきちんと定め、プロ

ジェクト進行のなかでその成績を蓄積・整理して報告することが重要である。

今回の調査団ではジンバブエ側と多くの話し合いをもったが、これまでの実績、今後の計画、関
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係者の参加を通じて作成したプロジェクトの枠組みであるＰＤＭ（Project Design Matrix）と活

動計画（Plan of Operation）、ならびに今後のプロジェクト実施にかかわる提言を会議議事録

（Minutes of Meeting）としてまとめ、１月 25日に保健省の Sikosana次官と辻団長が署名を交わ

した（附属資料①参照）。

なおその他の件としては、ジンバブエ側が長期派遣専門家として医師にこだわることについて

話し合いが行われたが、各モデル地区の代表者がすべて医師であるとの理由から、最終的にミ

ニッツにも医師であることが記された。また専門家の執務室についてはその不足が従来から指摘

されているところであるが、今回の調査団でも再度この問題を取り上げ、追加執務室の提供を保

健省に依頼するとともにミニッツにも記載した。この件に関しては前向きに対応してもらえると

いう感触を得ている。

本プロジェクトとは直接の関係はないが、無償資金協力としてジンバブエにマラリア対策用の

蚊帳の供与が検討されているので、本プロジェクトがモデル地区において実施する蚊帳の普及活

動で行う予定の住民の受容度や疾病に対する効果等の情報収集・分析との相互の連携が望まれる。

ミニッツ署名の折に、保健省の Sikosana次官から 1998年のＧ８サミットでわが国政府から提言

された「国際寄生虫対策イニシアティブ」に関連して、近くアフリカ地域を対象とする第三国研修

コースがケニアおよびガーナに設置される予定であるが、ぜひジンバブエから研修員を参加させ

たい、また将来はジンバブエにおいても同様な地域研修の実施を検討してほしいとの要望が表明

された。この件に関しても本プロジェクトの枠外であるが、第三国研修へのジンバブエ研修員の

参加について調査団としても帰国後に進言すると伝えた。

以上のように今回はこれまでの実績もあり、Stamps保健大臣はじめ Sikosana次官および保健省

幹部と友好裡に調査が遂行され、今後の見通しを立てることができたが、残余期間が約２年半と

限られているので、専門家はじめ関係者のさらなるご協力をお願いしたい。



- 6 -

３．プロジェクトの進捗状況

３－１　住血吸虫症

1996年４月 17日にＲ／Ｄが締結された後に1996年 11月 29日から 1997年１月 15日まで我妻ゆ

き子短期専門家が派遣され、従来ジンバブエで行われた住血吸虫症の流行像の把握、各種対策法

の実施状況およびその効果判定、住血吸虫症による病害調査が行われた。その報告を基にして、

1997年３月 27日にＴＳＩに住血吸虫症対策案が盛り込まれ、合意された。本実施計画案による住

血吸虫症対策の骨子はマラリア対策の実施計画とほぼ同じ調査活動、対策実施、評価法で行われ

るように作成されている。特に住血吸虫症対策に関する具体的な活動内容としては、①住血吸虫

症流行の実態調査、②化学療法剤投与等による対策の実施、③実施した対策法の効果判定、④膀

胱ガンなど住血吸虫による病害の実態調査、などを行うことが合意されている。

その後、予定より約１年遅れて我妻専門家が1997年７月13日より２年間の長期専門家として現

地に派遣され、主としてベースラインサーベイやＫＡＢＰ（Knowledge, Attitude, Behaviour,

Practice）調査などの疾病サーベイランス基礎調査およびモニタリングを行い、現在も継続中であ

る。

今回の調査団で把握した住血吸虫症対策に関する問題点は、以下のとおりである。

（1）専門家の業務分担について

マラリア対策担当者の堤専門家が 1998年７月に離任してから1999年１月に露岡専門家が現

地に赴任するまで空席であったために、澁谷リーダーと本来住血吸虫症対策担当として派遣

されていた我妻専門家が約半年間マラリア対策にも従事し、かなりのオーバーワークとなっ

ていた。特にその期間に８プロビンス（県）のモデル地区におけるマラリアおよび住血吸虫症

の両疾患対策に関する啓蒙普及活動としての基礎調査およびワークショップの実施などが精

力的に行われた。その内容がかなり多岐にわたっているために、すべての分野で成果をあげ

ることは困難であると思われるので、派遣専門家が各々本来の業務に専念できるようにする

ことが必要である。

（2）モデルエリアの選定

モデルエリアの選定に関しては、ＴＳＩ合意の際に、成果をあげるために８県の中から３

県のモデル地区を重点的に支援することで口頭了解が得られていたが、現実には８県を平等

に扱わざるを得ず、８県すべてで実施されている。しかし専門家が８県を巡回するのに２～

３カ月を要すること、および当初よりプロジェクトの調査地がマラリアと住血吸虫症の両方

が問題となっている地域が指定されていることもあって、このままでは残りの期間で成果を

出すことは困難であると判断される。したがってモデル地区の中でも特に住血吸虫症の流行
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が問題となっている地域から重点的に活動を行うことが望ましい。

（3）疾病サーベイランスの基礎調査およびモニタリング

疾病サーベイランスの基礎調査およびモニタリングに関しては、①ＺＩＤＣ（ジンバブエ国

感染症対策プロジェクト）／ＪＩＣＡのモデルディストリクト（郡）の設定、②住血吸虫症対

策の活動計画の策定およびガイドライン・マニュアルの作成、③人口調査、疾病情報データ

ベース構築、地図作製、地理情報システム（Geographic Information System：ＧＩＳ）およ

びセミナー／ワークショップ開催、④住血吸虫症の罹患率や感染強度などの寄生虫学的デー

タの集計、⑤血尿やエコー所見など臨床的な有病率の調査、⑥媒介貝の分布調査、⑦ＫＡＢ

Ｐ質問票調査などが計画され、これまでに基礎調査手法のトレーニング・ワークショップが

８県で終了している。そのワークショップおよびベースラインサーベイ、ＫＡＢＰ調査は比

較的順調に実施されているが、現在その基礎調査結果（データ集計、分析）を取りまとめ中で

あり、データの分析や報告書作成は未だ行われていないので、早急にデータの回収を行うこ

とが必要である。

（4）その他

寄生虫学的あるいは臨床的な調査のなか、一部の地区でエコーによる調査が開始されたが、

標高が約 1,500mと高いために発電機の出力が低下し、日本から供与した超音波の機械が故障

しており問題となっている。現在、新しい超音波装置を発注しているが、残余期間が短いこ

ともあり、血尿検査によるビルハルツ住血吸虫症の罹患率や感染強度などのデータ集計を進

めるべきと判断される。

３－２　マラリア

（1）プロジェクト設立の経緯

本プロジェクトは1996年７月１日より開始され、堤可厚専門家がマラリア担当として1996

年８月より1998年７月まで在任し、以後1999年１月に露岡令子専門家が赴任するまでの５カ

月間が空席となり、澁谷敏朗チーフアドバイザーが兼任したが、実務は疫学（住血吸虫症）担

当の我妻専門家が扱っていた。

また、本プロジェクトの設立の経過は、当初の感染症に関する検査室支援から、最終的に

は、マラリアと住血吸虫症の駆除活動の強化へと変更した経緯もある。その背景を反映して、

ＴＳＩもＲ／Ｄ（1996年４月 17日）よりずっと遅れて 1997年３月 27日に合意されている。そ

して、その内容も焦点が鮮明でなく、実務的な駆除活動から研究項目まで、両国からの提案

を羅列したものになっていて、すべてをこなすことは不可能に近く、プロジェクト運営に専
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門家も苦労したものと思われる。

（2）初期の活動と成果

今回の調査時点で、このプロジェクトの初期の目標と業績は、最初に任期を終えた堤専門

家の報告書を参照した。まず、全国の８県の各県からモデル郡を選定し、計８郡に協力を行っ

ている。技術的な主目標と実施は以下のように示されている。

ａ．各郡でマラリアワークショップを開催し、マラリア駆除手引き、基礎データ調査、Ｋ

ＡＢＰ調査の説明を行い、説明会は 1998年４月までに終了している。

ｂ．各郡でマラリア基礎データ調査（ベースラインサーベイ）と意識・行動調査（ＫＡＢＰ）

を開始している（1998年７月までに全郡で開始された）。今回 1999年１月に回収と集計

が開始された。

ｃ．保健省への協力。マラリア学会、会議、計画立案に参加

ｄ．ブレア研究所への協力。日本から短期専門家の派遣。研究所員の日本への招聘訓練。

（3）現在の活動内容

今回の調査で確認した主な協力事項；

保健省疫学疾病対策部（Epidemiology and Disease Control：ＥＤＣ）が National Malaria

Control Programmeの中心をなしている。ＥＤＣが実施する会議に参加して、マラリア対策に

ついて勧告することで支援した。

郡のマラリアセミナー用に、マラリア駆除手引きを作成して配布した。

1998年１月から４月までに、基礎データ調査と意識・行動調査のために、郡ごとにワーク

ショップを開催した。

各郡では 1998年４月から９月まで基礎データ調査を行った。

保健省で、郡の中の疾病偵察地点（sentinel site,ＷＨＯの indicator areaに相当）の選

定基準と調査項目、記録用紙を決めた。

1998年５月に各郡におけるプロジェクトの調整担当者にコンピューターの利用訓練を行っ

た。

1998年８月にカドマで行われた薬剤処理蚊帳の国内会議に出席、澁谷チーフアドバイザー

はソロモン島での状況報告を行った。ニャンガの会議では本プロジェクトの紹介を行った。

ＧＩＳ部を援助するために、位置測定システム（Geographic Positioning System：ＧＰＳ）

を８郡とＧＩＳ部に供与し、パソコンとソフトを供与した。大きな事業であるので、まだＧ

ＩＳは完成しておらず、機能もしていない。

先にＴＳＩについて述べたが、その中には目標に沿わないものも多数含まれるが、上記以
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外の重要部分について進展状況を拾ってみる。

顕微鏡検査：顕微鏡は各郡に供与し、地域の保健所で機能しているが、プロジェクトは、ま

だ各地の保健所における検査件数、検査結果などの成果を把握していない。

PARAsight F（マラリア試験紙）の評価：行われていない。

治療剤感受性試験：試験管テストをめざし、短期専門家が扱っているが、まだ成果はない。

知識・行動調査（ＫＡＢＰ）：調査は終了しており、集計を始めるところである。

マラリア死亡率、罹患率調査：郡では調査結果があるはずであるが、プロジェクトでは内

容を把握していない。

衛生教育：郡での会合を通して行われている。

殺虫剤室内散布：当国はまだ行っておりハドソンポンプを供与した。

殺虫剤処理蚊帳の配布：購入と供与の計画は進んでいるが、住民の嗜好調査や効果判定法

の計画は欠如している。

（4）プロジェクトの進展と評価

多くの活動はしているものの、どの項目も適切な指標によって数値的に成果を示すものは

なく、したがって２年半の成果は測定できない。ＴＳＩの目的に「国家マラリア対策計画の強

化」という漠然としたものをあげ、Ｒ／Ｄに示されたマラリア、住血吸虫の駆除活動の強化が

ゆがめられている。また、一専門家は疾病駆除は目標に含まれず、保健行政能力の強化の教

育が目標であると、別定義までしている。これが具体的な成果のあがらない原因である。

多くの会合、郡におけるワークショップ、訓練セミナーを行っており、それは基礎データ

調査と、多項目の質問票からなる意識・行動調査（ＫＡＢＰ）のためである。この調査により、

何らかのデータは出るであろうが、しっかりした目標のない一般的な調査を行っているので、

その価値は高くない。しかも郡ごとに独自に調査を企画・実施しているので調査項目が異な

る。たとえば駆除活動を目標にすれば端的な短い調査で効率よくできるはずである。

また、途上国においては、日当の出るセミナーへ出席し、長々と話し合うのは好きである。

目標の曖昧な会合を開いて、相手国に協力、援助をしたと思っていては誤りである。

専門家が政府の計画書作成、学会や行政的な会議に出て、国の計画を指導したという報告

がされているが、その成果は測定することができない。

地理情報システム（ＧＩＳ、ＧＰＳ）は現在のはやりの活動であり、途上国はすぐに乗りた

がる。しかし、情報入力が高価で長期を要する。ＤＡＮＩＤＡが GIS unit、ＥＤＣに援助を

している。要請を受けてＪＩＣＡはＧＰＳを８郡とＥＤＣに供与している。今のところプロ

ジェクトへ成果は還元されておらず、期待もできない。

顕微鏡検査によるマラリア確定をひとつの目標にし、顕微鏡を供与している。見学した１
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保健所では、供与された顕微鏡が大変に有効に利用され、活躍していた。ここで得られた結

果には重要なものがあるが、プロジェクトはその成果を吸収していない。

短期専門家をマラリア関連で３名受け入れているが、プロジェクトは受入体制を整えて、

効率的に働かせていない。また、郡や保健省の会合に盛んに出席させ、短期専門家が本来の

目的とする仕事を行わせておらず、各指導分野の成果があがっていない。
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４．討議議事録の交渉経緯

４－１　ＰＣＭワークショップ

４－１－１　イントロダクション

（1）ワークショップの目的

本ワークショップは、プロジェクトの中間地点で開催されたため、以下のような目的の

下で実施された。

① プロジェクト関係者にＪＩＣＡプロジェクト・サイクル・マネージメント（ＪＰＣ

Ｍ）における参加型計画手法および評価手法を周知させる。

② プロジェクト関係者全員が参加して、プロジェクト・デザイン・マトリックス（ＰＤ

Ｍ）および活動計画表（Plan of Operations）を作成することにより、プロジェクト

のデザインや方向性に関する共通認識をつくりあげる。

③ 作成されたＰＤＭと活動計画表の指標ならびにプロジェクトの進捗状況を比較検討

（モニタリング）することにより、プロジェクトの達成度（現状）を把握する。

④ プロジェクト目標を達成し、プロジェクトを成功裡に完了させるために必用な活動

（残された活動）をプロジェクト関係者全員で確認・共有し、残り２年半のワークプ

ラン（活動の優先順位）を策定する。

（2）ワークショップの日程

ＰＣＭワークショップはハラレ市内にあるニュー・アンバサダー・ホテルの会議室を使

用し、表４－１に示す日程で実施された。ただし、初日は９時開始、最終日は３時閉会

であったため、実質２日半の開催期間であった。

表４－１：ワークショップ日程表

午前（08：30～ 13：00） 午後（14：00～ 17：00）

１月 19日（火） ・イントロダクション ・ＰＤＭの作成

・ＪＰＣＭの概要、参加型計画手法、

　および評価手法の説明

・ＰＤＭの作成

１月 20日（水） ・活動計画表の作成 ・活動計画表の作成とレビュー

１月 21日（木） ・活動計画表のレビュー ・ＰＤＭのレビュー

・ＰＤＭ（残り部分）の作成 ・閉会
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（3）ワークショップの参加者

ワークショップの参加者は延べ 34名で、以下に記すとおりプロビンス（県）・ディストリ

クト（郡）代表の実務者（環境保健担当官等）が半数近くの 15名を占め、保健省本部から５

名、ブレア研究所から４名が参加し、ＰＣＭワークショップの理想サイズである15～ 20名

と比較すると倍近いサイズであった。これは人選をジンバブエ国感染症対策プロジェクト

（ＺＩＤＣ）側に依頼したことに起因するが、８県から１郡ずつモデル郡を選定している以

上、県と郡からの代表は必須であるとのプロジェクト側の説明であった。しかしながら、参

加者数が多すぎ、意見の統一に時間がかかるという問題は最後まで改善されなかった。

①　県・郡の代表

　　Mat North Province Mr.S.Maphosa Provincial Environmental Health

Officer

　　Lupane District Mr.T.Jubane Senior Environmental Health

Officer

　　Gokwe District Mr.D.Mukotsi Principal Environmental Health

Officeer

　　Masvingo Province Mr.J.Tsuro Field Officer

　　Mwenezi District Mr.M.F.Mazorodze Principal Environmental Health

Officer

　　Manikaland Province Mr.Mugwambani Field Officer

　　Chipinge District Mr.M.Muponda Senior Environmental Health

Technician

　　Mash West Province Mr.Mutimbanyoka Provincial Environmental Health

Officer

　　Hurungwe District Mr.M.Toma Principal Environmental Health

Officer

　　Mash East Province Mr.M.Jonga Provincial Environmental Health

Officer

　　UMP District Ms.N.Wenyimo Environmental Health Officer

　　Mat South Province Mr.B.Mkweli Principal Environmental Health

Officer

　　Bililimamangwe District Dr.C.Wijayaraja Medical Officer of Health

　　Mash Central Province Mr.Mangwadhu Provincial Environmental Health

Officer
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　　Mt Darwin District Mr.A.Chimbaru Principal Environmental Health

Officer

②　保健省本部

　　Dr.B.Makunike Director,Epidemiology Disease Control Department

　　Mr.A.T.Mugove Chief Disease Control Officer

　　Mr.P.Dziva Acting Senior Disease Control Officer

　　Mr.J.Pasipamire Malaria Coordinating Officer W.H.O.

　　Mr.C.Nzuma Principal Environmental Health Technician

　　澁谷リーダー、我妻専門家、露岡専門家、田中調整員、門司短期専門家

③　ブレア研究所

　　Dr.S.Mutambu Vector Born Disease-Section Head

　　Dr.Chimbara Research Scientist-Biological Control of Bilharzia

　　Mr.N.Lukwa Scientific lab.Technician-Control of Malaria

　　Mr.H.Masendu Entomologist

④　保健省環境保健局

　　Mr.S.S.Musingarabwi Director,E.H.S.

⑤　ＪＩＣＡジンバブエ事務所

　　関所員

⑥　プロジェクト運営指導調査団団員

　　辻団長、田中団員、北林団員

４－１－２　ワークショップの成果

前述のとおり、期間が２日半と通常の半分であったため、モニタリングの一部と残留期間の

優先活動計画を策定するには至らなかった。ワークショップで討議された主な内容は以下に記

すとおりである。

（1）ターゲット・グループの選定

ジンバブエ国感染症対策プロジェクトの主たる受益対象者は、「モデル８郡に存在する感

染危険度の高いコミュニティ」ということで、比較的容易にコンセンサスが得られた。これ

は、「誰のためにプロジェクトが実施されているか」をプロジェクト関係者が認識している

ことであり、非常に望ましい状態である。

（2）プロジェクト目標と上位目標の変更

1996年４月 17日に締結されたＲ／Ｄに記されたプロジェクト目標と上位目標の関係は表
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４－２に示すとおりであった。討議の結果、プロジェクト目標のほうが上位目標より高位

にあるという結論に達し、上下を入れ替え、修文した。

表４－２　プロジェクト目標と上位目標の変更

Ｒ／Ｄ 変更後

上
位
目
標

ジンバブエにおいて、マラリアや住血吸虫症等の主な

感染症の予防対策が行われることにより、国民の健康

が改善される。

(To control major specified infectious diseases

in Zimbabwe such as Malaria and Schistosomiasis

thus to contribute for the betterment of the health

status of the country.)

保健省関係部局における主要な感染症対策活動が強化

される。

(Major specified infectious disease control

activities of the concerned sections of the

Ministry of Health and Child Welfare are

strengthened.)

保健省の関係部局における主な感染症対策活動（対象

郡における予防活動、サーベイランス、ラボ、保健教

育、技術支援、人的資源開発等）が強化される。

(To strengthen major specified infectious disease

control activities of the concerned sections of

the Ministry of Health and Child Welfare in the

following fields:Field control in the target

districts, Surveillance, Laboratory support,

Health education, Technical support and manpower

development.)

８つのモデル郡で、マラリアや住血吸虫症等の主要感

染症が予防される。

(Major specified infectious diseases such as

Malaria and Schistosomiasis are controlled in 8

model districts.)

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標

（3）成果

成果とは、活動を行った結果得られる小目標の意味である。Ｒ／Ｄには、11の成果が記

されていたが、ワークショップの結果、以下の６つの成果が設定された。ちなみに、これ

らの目標は、Ｒ／Ｄの（2）、（4）、（5）、（7）、および（10）に対応している。新たに加えられ

たのは伝播制御で、媒介動物対策と分けてＰＤＭに記載されることとなった。

① マラリアと住血吸虫症のケースマネージメントが改善される。

② マラリアのアウトブレイクが予測され、抑制される。

③ 保健情報が活用される。

④ コミュニティの意識と参加度が高まる。

⑤ 伝播が効果的に制御される。

⑥ 媒介動物対策が効果的に行われる。
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（4）指標および指標データ入手手段

指標は、上位目標、プロジェクト目標および成果の達成度を測るための定性的・定量的

目標である。また、指標データ入手手段とは、指標に設定されたデータをどの資料や情報

源から入手できるかの意味である。

今回のワークショップで設定された指標は表４－３のＰＤＭに示すとおりである。ここ

に数値が記されていないのは、①モデル８郡の状況がそれぞれ異なること、および②モデ

ル８郡の代表者が数値を正確に把握していなかったことの２つの理由による。そのために、

達成可能な数値を選ぶことが困難であり、また、多くの代表者が数値を明記することに心

理的な抵抗があった様子である。

８郡の状況がそれほど異なる場合は、郡名を明記したうえで、数値目標を掲げるべきで

ある。このエクササイズを行うことにより、①ＰＤＭに記された指標が適切なものかどう

かの判断がつき、また②プロジェクト進捗状況のモニタリングにもつながる。したがって、

今後日本人専門家および保健省本部職員が中心となり、このエクササイズを実施すること

が望まれる。

（5）活動および活動の進捗状況

上記６つの成果目標を達成するために必要な活動はＰＤＭおよび表４－４～９の活動計

画表に示したとおりである。活動計画表は、成果ごとに６つのグループに分け、活動に対

する指標、スケジュール、進捗状況等を記載する作業を通じて作成された。表４－４～９

の活動計画表の記載量や内容が多少異なるのは、グループにどれだけその活動を把握して

いる関係者がいるかどうかに起因する。また、この作業中でも８郡の状況は異なるとの理

由により、数値目標を掲げることに消極的であった。この場合も、上記（4）と同様、８郡ご

との指標を設定するという作業が必要である。ワークショップではモニタリングのための

十分な討議はできなかったが、モデレーターとして以下のような印象を受けた。

① 成果目標１（マラリアと住血吸虫症のケースマネージメントが改善される）を達成す

るために出された活動はある程度進んでいるが、どこまでがプロジェクト方式技術

協力の範囲であるかどうかが疑問である。

② 成果目標２（マラリアのアウトブレイクが予測され、抑制される）の活動はほとんど

未着手である。このグループの争点は、流行（Epidemic）とアウトブレイクの定義に

起因し、結果的に「アウトブレイクが発生していないのでまだ対応していない」とい

う結論に達した。

③ 成果目標３（保健情報が活用される）のための活動の進捗状況は良好であるが、文房

具や交通手段等が不足している。
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④ 成果目標４（コミュニティの意識と参加度が高まる）の達成度は不明である。このグ

ループは、詳細に活動範囲を設定することができたが、進捗状況は郡ごとに異なる

という理由から現状を明記しなかった。したがって、郡ごとのモニタリングをぜひ

行ってもらいたい。

⑤ 成果目標５（伝播が効果的に制御される）の進捗状況はおおむね良好の模様である。

⑥ 成果目標６（媒介動物対策が効果的に行われる）を達成するための活動の半分は日常

的な活動である。残りの半分は実施予定であり、現時点のモニタリングは困難で

あった。

⑦ すべての活動に関して言えることは、活動の指標（達成目標）が設定されていないた

め、どの程度進捗しているのかモニタリングができないことであった。また、本ワー

クショップの目的のひとつは指標を設定することであったが、すでに述べた理由に

より明確な指標は設定されなかった。

⑧ このまま放置されると、本ワークショップに費やした資源が無駄になるので、プロ

ジェクト側としては責任をもって対処することが望まれる。

⑨ 成果目標１で述べたように、どこまでがプロジェクト方式技術協力なのか、線引き

できていないことが、プロジェクトのモニタリングを困難にしている要因のひとつ

である。

（6）外部条件

外部条件とは、一段階上のレベルに到達するために必要な条件であるが、プロジェクト

ではコントロールできない状態を意味する。たとえば、上記６つの成果をすべて達成した

後、プロジェクト目標に到達するには、どのような条件が必要かという意味である。無論、

外部条件が少ないほうが好ましいことは言うまでもない。

本プロジェクトの場合、ＰＤＭに記載された外部条件のうち、少なくとも①活動から成

果レベルと、②成果レベルからプロジェクト目標レベルに到達するための外部条件が満た

される可能性はかなり高く、プロジェクト目標が達成される見込みは高いと思われる。通

常の場合であれば、「他の援助機関が水と衛生問題に取り組む」という外部条件はキラー・

アサンプションになるが、本プロジェクトの場合、すでに活動が開始されているとの説明

（専門家の弁）であり、条件はほぼ満たされていると判断できる。

（7）前提条件

プロジェクトを開始する際に必要な条件に、「両国側の役割と責任が明確に理解されてい

る」という条件があげられたのは興味深い。なぜならば、この条件が出された背景に「両国
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側の役割と責任が明確に理解されていない」という認識が存在するように思われたからであ

る。この点は後に記すワークショップの問題点の項で再論する。

（8）投入

通常のモニタリング・ワークショップでは、その時点までに何がどの程度投入されたか

をモニターすることが多い。しかしながら、①開催日程が短かったこと、②参加者のほと

んどが必要資料を持参していなかったこと、および③日本人専門家の半分が赴任直後で

あったことの理由により、投入のモニタリングは実施しなかった。

４－１－３　本プロジェクトの問題点

ＰＣＭワークショップの開催により、以下のような問題点が明らかになった。

（1）プロジェクト方式技術協力の範囲が明確でないこと

これまでにも触れてきたが、ジンバブエ国感染症対策プロジェクトの問題点の第１に、

プロジェクト方式技術協力の範囲が明確でないことがあげられる。ジンバブエを含むアフ

リカ諸国では、保健省主導のセクター・アプローチが採用されている。このアプローチは

援助機関のプロジェクトを調整でき、プロジェクトのオーバーラップや繰り返しを防ぎ、

受益国のリーダーシップとオーナーシップを高めるという点でそれなりに有効である。し

かしながら、各国・機関プロジェクトの責任範囲をうやむやにさせるためにプログラム・

アプローチが採用されたわけではない。どの国・機関でもプロジェクトの評価を重視して

おり、保健プログラムのなかで、自国・機関のプロジェクトがどの位置（範囲）を占めてい

るかがわからないでは済まされないからである。ワークショップの最中に、「なぜＪＩＣＡ

プロジェクトのＰＤＭをつくる必要があるのか」という質問が何度か繰り返された。このよ

うな質問が呈されること自体、カウンターパートがプロジェクト方式技術協力を理解して

おらず、資金・機材供与計画と混同している。

（2）両国の役割と責任範囲が明確ではないこと

前提条件でいみじくも指摘されたように、未だ両国（専門家とカウンターパート）の役割

が明確でないように感じられた。プロジェクト方式技術協力の基本は専門家の指導の下に

カウンターパートとその周辺に位置する関係者がジョイント・ベンチャーでプロジェクト

を実施する点である。そのために両国で資機材・人材を提供するわけであるが、今回のワー

クショップ全般を通じて、「この活動はジンバブエのみの予算である」とか、「この活動にＪ

ＩＣＡは関係ない」とか、金銭的な点のみの議論に集中した感がある。
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（3）条件が異なる８郡での活動

ジンバブエでは地方分権化が進んでおり、かつマラリアと住血吸虫症に関する危険度が

郡ごとに異なる点は理解できる。このような状況の場合、保健省の重要な活動のひとつに

８郡の活動状況に関する情報を収集・分析し、問題があれば支援することがあげられる。し

かしながら、現時点では状況にかかわらずすべてを平等に配分することに重きが置かれて

いるため、逆に悪平等の状況を生み出していると言える。

４－１－４　ワークショップの反省点

今回は日程の制限上、４－１－３で述べたようなプロジェクトの問題点を把握する間もなく、

ワークショップを開始した。また、プロジェクト側もモニタリング・ワークショップでありな

がら、データや資料の準備が不足していた。今回のような場合は、モニタリングの前に、国家

感染症対策というフレーム内で、本プロジェクトがどの位置を占めているのかを関係者で確認

するという作業（問題分析）が必要であったと思われる。ＰＣＭ手法はプロジェクトの運営管理

手法である。プロジェクトに対する認識が浅く、プロジェクト側に運営管理する意思がなけれ

ば、ワークショップを行う意味は半減する。
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４－２　最終合同協議

〈議事録の作成と署名〉

調査結果を取りまとめた議事録（ミニッツ）を作成し、保健次官 Dr.Sikosanaと辻団長が署名

を交した（附属資料①参照）。ミニッツには、1996年以降のマラリアおよび住血吸虫症対策活動

の実績と今後の活動計画概要について取りまとめるとともに、プロジェクトのより効果的な実

施のための以下の提言を記載した。

（1）日本人専門家の派遣分野と分担の見直しを行い、長期専門家については従来の「寄生虫学

専門家」と「疫学専門家」を「マラリア担当疫学専門家」と「住血吸虫症担当疫学専門家」とす

る。また、ジンバブエ側からは、支障のない範囲でこれらの専門家に他の疾病対策活動へ

の協力を依頼したいとの要望が出され、記載した。調査団側からは医師以外の感染症対策

専門家（医師以外の博士号、修士号取得者）の派遣可能性について打診したが、ジンバブエ

側からは長期専門家としては医師を希望することを要請された。

（2）保健省内の専門家執務室が手狭で、専門家チームおよび短期専門家派遣時の執務に支障

を来しているため、調査団から執務室の追加を記載するよう要望し、先方もこれに合意し

た。ただし、保健省内の執務室の確保は困難な模様で、今後も実施について粘り強く求め

ていく必要があると思われる。

（3）マラリア対策の一環として本プロジェクトでも導入を計画している殺虫剤浸漬蚊帳につ

いては、本格的実施に先立って、住民の蚊帳に関する嗜好、入手可能性、効果判定指標に

ついて十分検討することを提言し、記載した。

（4）マラリア対策の効果については、ＷＨＯが提言する罹患率、死亡率の指標を用いて行う

こと、またモデル・ディストリクト（郡）では有病率、発生率だけでなく死亡率についても

統計をとることを提言し、記載した。

（5）1988年に各モデル郡で実施したベースラインサーベイを速やかに取りまとめ、報告する。

（6）プロジェクトの活動に関連した学術研究論文を発表する際には、あらかじめ保健次官に

ドラフトを提出して発表の許可を得ること。
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（7）1997年に合意したＴＳＩに記載された研究活動のうち、直接的に疾病対策の強化と評価

に必要な活動を優先し、その他の研究活動については条件が整備されれば実施することと

する。
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５．指導内容、今後の活動

５－１　住血吸虫症

ＴＳＩで合意された内容とジンバブエの疾病対策との間にかなりの隔たりがあるので、住民参

加による健康教育の問題などベースラインサーベイの結果を踏まえた住血吸虫症対策の具体化、

活動の優先順位の決定を行って、できる限り現状に合った活動を行う必要がある。今回の運営指

導調査団により示された住血吸虫症対策関係の指導内容および今後の活動方針とその優先順位は

以下のようである。

まず基本としてジンバブエに罹患者の多いビルハルツ住血吸虫症に重点を置く。

① ベースラインサーベイの結果の把握と分析

② ＫＡＢＰ（Knowledge,Attitude,Behaviour,Practice）の調査と自覚症状調査の回収と分析

③ 尿検査と治療によるビルハルツ住血吸虫の駆除効果判定

④ 尿検査によるビルハルツ住血吸虫症診断の普及率の指標判定

⑤ 集団検尿・集団治療を通じての健康教育の実施

⑥ 尿潜血反応による住血吸虫症診断の意義

⑦ 糞便検査によるマンソン住血吸虫症の診断と治療（診療所に技術移転を行う）

⑧ 糞便検査時に得られる他の蠕虫感染者の治療（診療所に依頼）

プロジェクトの進捗状況の項で指摘した問題点に関しては、今後は以下のように対応すること

が好ましいと思われる。

（1）専門家の業務分担について

1999年１月 11日より露岡専門家がマラリア対策の疫学専門家として赴任したので、今後は

マラリア対策疫学専門家および住血吸虫症対策疫学専門家と各々の役割分担が明確にされる

ので、我妻専門家が本来の住血吸虫症対策の疫学専門家として活動することとなり、よりス

ムーズに進展することが期待される。

（2）モデルエリアの選定について

モデルエリアの選定に関し、今後はモデル地区の中でも特に住血吸虫症の流行が問題と

なっている地域から重点的に活動を行い、その成果をまとめることが望ましい。

（3）疾病サーベイランスの基礎調査およびモニタリングについて

早急にベースラインサーベイの結果の把握と分析およびＫＡＢＰ調査と自覚症状調査の回

収と分析を行うことが必要である。さらに今後は８プロビンス（県）すべてでなくても、特に
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住血吸虫症の濃厚蔓延地域や熱心な県からデータを回収して速やかにまとめることが必要で

ある。なお聞き取り調査の内容があまりにも膨大であるので、もう少し焦点を絞って簡潔に

することが好ましい。また学童のスクリーニング、集団治療をモデル地区の全小学校の１、

２、５年生に施行し、健康教育プログラムの強化を行うことが予定されているが、住民が熱

心な濃厚感染地域で実施可能な地区から始めることが効果的で、終了ごとにそのデータをま

とめることが必要である。なお他学年の生徒や成人に対する対策は診療所に技術移転を行い、

同様な対策を実施することが必要である。

（4）その他

残余期間が２年半と短いこともあり、エコーによる調査よりも血尿検査によるビルハルツ

住血吸虫症の罹患率や感染強度などのデータ集計を進めるべきと判断される。マンソン住血

吸虫症については各診療所に技術移転を行って、検便と治療を依頼することが好ましい。も

ちろん虫卵陽性者に対しては現地の医師に投薬・治療を依頼する。また可能ならば媒介貝の

分布調査も行い、さらに時間的な余裕がある場合にエコー所見など臨床的な調査を行うこと

とする。なお細胞診などによる病理病態マーカーに関する研究は本プロジェクトとしては取

り上げず、ジンバブエの各病院におけるデータが得られればその成績を分析することが好ま

しいと思われる。また中間主貝の分布調査が終了していない現時点では殺貝剤の散布はほと

んど意味がないと思われる。

国内委員として主に住血吸虫症対策の健康教育と公衆衛生を担当し、今回短期専門家とし

てジンバブエに派遣された門司和彦専門家が、現地で調査団と行動を共にした後、これらの

方針に沿って 1999年１月 27日から２月 10日まで我妻専門家と一緒に行った活動が今後の進

むべき方向を示唆している（附属資料②短期専門家の報告書を参照）。

５－２　マラリア

（1）今後の協力の方向性

今回の調査団の訪問中に３日をかけて Project Cycle Management（ＰＣＭ）の Project

Design Matrix（ＰＤＭ）の作成を、両国の関係者が参加して行われた。今までの実施を踏ま

えて、これからの２年半の基本方針と活動計画をつくりあげた。このプロジェクトの設立の

経緯から、目標や活動方針が揺らいでいたのが明確化された。また、ＰＤＭに基づくプロジェ

クトへの勧告がミニッツに盛り込まれ、共に両国の関係者で合意されたので、今後のプロ

ジェクト進展で、成果があがることが期待される。主な内容は以下のとおりである。国内委

員会も内容を理解され、ご支援、ご指導を賜りたい。

プロジェクト目的をＲ／Ｄの原文の内容に戻し、かつその後の成果を踏まえて、「８モデ
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ル・ディストリクト（郡）におけるマラリアや住血吸虫症など重要な特定感染症の対策を行

う」と明瞭にした。これを受けて、合意した勧告でも、ＴＳＩの多数の計画事項を整理して、

「ＴＳＩの多数の項目を一様に行うものではなく、疾病駆除に直接必要か、促進する項目と、

駆除活動の評価を優先的に行う。しかしながら、緊急性がない研究課題でも、チャンスがあ

り、状況が整えば考慮すべきである」と態度を明確にした。

また、Ｒ／Ｄでは、日本からの長期専門家の職種を、疫学と寄生虫学に分類していたもの

を、今回の勧告でマラリア駆除の疫学者、住血吸虫駆除の疫学者と明瞭にし、これらの専門

家も相手国の要請によって他の疾患対策に当たる、と改訂した。ちょうど1999年１月10日に

露岡専門家が就任して、マラリア駆除の疫学者の役割を分担したので、専門家の活動範囲も

明確になり、露岡専門家は最も急を要する蚊帳の調査に早速とりかかり、今後の成果が期待

できる。今後のマラリア駆除活動について、以下のように多くの課題を専門家と相談したが、

すべてを同時に、同様に進めるのではなく、その時点で最もふさわしく、かつ緊急性があっ

て、成果をあげやすい項目から実行してもらうこととし、その判断はプロジェクトとマラリ

ア専門家に任せることとした。残された期間にマラリア駆除対策の成果を残したいものであ

る。

（2）主要な駆除活動と関連課題

1） 殺虫剤処理蚊帳

すでに蚊帳の配布の手続きは進んでおり、購入するばかりの状況である。当地の流行季

節は１月から４月であるので、最も急を要する作業課題である。

現在、世界中でマラリア予防の方法として、屋内殺虫剤散布法か殺虫剤処理蚊帳が用い

られている。当国ではまだ、屋内殺虫剤散布が行われているが、世界の傾向としてその効

果は低下している。当地でも殺虫剤散布に代わって、蚊帳の利用は当然考えなければなら

ず、プロジェクトの計画は適切である。

その際に、住民の好みと利用率を高める工夫や、他に売らないように廉価で有料にする

必要があり、1999年１月から事前の調査を開始した。当国の蚊帳の利用率が低いのでいっ

そうの工夫を要する。

また、蚊帳の効果判定が必要で、特にＷＨＯの Roll Back Malaria計画にあわせること

が国際的な活動に参加でき、プロジェクトとしても有意義なことである。この指標の調査

を開始したが、これがわからなくても、従来のＷＨＯ方式では、①５歳未満のすべての原

因の死亡率と、②５歳未満の臨床マラリアの罹患率が用いられているので、この２項目を

予定すればよいであろう。当国では年齢別の死亡もマラリア罹患も統計をとっているので、

国際方式の評価が可能であろう。
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2） 顕微鏡検査

マラリアは顕微鏡検査で診断するのは当然であるが、マラリア流行地では顕微鏡も検査

者も得られず、臨床的にマラリアを疑って治療している。プロジェクトの当初からの目標

のひとつは、顕微鏡検査による確定診断の普及であった。それで、プロジェクトでは郡の

保健所に顕微鏡を供与している。

プロジェクトでは顕微鏡検査者の訓練も行ったが、受講修了者が顕微鏡検査者の給与を

得られていないという苦情が検査者協会から出されてしまった。そのために、訓練をする

とすれば、検査者の資格の給与を得ている者への強化訓練になり、意義はぐっと低くなる。

その際は、フィールド染色法、テープ法などの新しい訓練を入れて、意義のあるものにす

るか、研修は取りやめた方がよい。また、顕微鏡検査をあきらめて、テープ診断法への変

更も考慮する時にきている。

3） 保健所における顕微鏡検査の成果

ＵＭＰ郡の１保健所で、プロジェクトの供与した１台の顕微鏡がいかに有効に使用され

ているかを見学した。ここのデータでは臨床マラリアのうち確定診断による真のマラリア

の比率、季節消長、年齢分布など、完全に把握されていた。これらの疫学的な調査結果は

プロジェクトに収集して、これからのマラリア対策に生かすべきであり、顕微鏡供与の効

果を示すことにもなる。このように有意義に使われるなら、検査者のいる保健所に、もっ

と顕微鏡を供与しても惜しくないと思う。

4） マラリア試験紙の検討

相手国の事情で顕微鏡検査の普及ができないならば、テープ診断法の検討を開始すべき

である。商品名で PARAsight Fと Malaquick（ICT Diagnostics,Australia）の２製品が欧州

で販売されている。Malaquickが後発であるが、手順も少なく、鋭敏と言われ好評である。

PARAsight Fの文献ではタンザニアの村落で顕微鏡検査陽性の 12％が陰性を示している。

また、マラリア疑いの患者を追跡すると、まず顕微鏡検査が陽性になり、それから２日く

らい遅れてテープが陽性を示す。検討結果は鋭敏性が十分でないことになるが、データで

証明した業績がないので、明瞭にする必要がある。学術データが出せれば、メーカーに鋭

敏に改良してもらい、顕微鏡検査の代わりに利用できるのである。鋭敏性が十分であれば、

特異性は多少低くても利用できる。なぜならば、マラリア感染者はすべて治療ができる。感

染していない少数も治療を受けることになるが、臨床マラリアの判断で治療を受けるより

も少数になり、実害はないからである。
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5） 基礎データ調査と知識・行動調査（ベースラインサーベイ、ＫＡＢＰ）

疾病の駆除活動の前に疾病の流行度を測定するのが基礎データであり、その後の変化を

みる事前調査である。ＫＡＢＰも病気に対する知識と予防と駆除への行動の調査で、教育

によりそれがいかに変化するかを測定するものである。このプロジェクトの当初から、基

礎データ、ＫＡＢＰ調査を企画しているが、目的が明らかでないために、多数の項目を調

べている。モデル８郡のすべてで 1998年７月までに調査は開始され、1998年末に終了して

いるはずで、1999年１月に郡から回収を開始した。一部を見ると、計算間違いが多く、１

郡を完成させるにも労力を要する。しかも郡によって、調査項目が変わっており、ある郡

のＫＡＢＰは著しく多項目である。郡の間で統一をとっていない。意味も不明である。本

来、目的を踏まえた調査であれば変化の起こり得る少ない適切な項目で調査し、集計は容

易に終了するが、この調査は全般的に行っており、疾病駆除作業の事前調査として利用で

きるかどうかは疑わしい。提出できない郡があっても、早急に終了した方が得策であり、

1999年６月末にできるところまで行って、終了すべきである。

6） マラリアの薬剤感受性

当国ではマラリア治療にクロロキンが普通に使われ、臨床的に治癒しないと判定された

場合にファンシダールが使われている。これでよいかどうかは、マラリアの薬剤感受性テ

ストで決める必要がある。

容易に試験をするには、臨床的な方法（in vivo）で、これは実際の患者のうちクロロキ

ンで治療が困難な症例の比率により求める。この方法によれば、クロロキン抵抗性が多い

ような結果が出る。この臨床テストの特徴として、患者が薬を服用しないと、抵抗性が高

い価に出てしまうが、現在はこの結果で判断されている。一方、マラリアを分離して試験

管培養で薬剤試験（in vitro）をしたほうが、実状に近い値が得られるので、この試験を推

進したい。今まで２名の短期専門家を派遣しているが、結果は得られていない。

7） 短期専門家の活用

短期専門家を今までにマラリア関係で３名派遣している。マラリア診断法１名、薬剤感

受性試験２名である。しかし、いずれの専門家からも、成功した調査結果は得られていな

い。短期専門家の日程をみると、郡のセミナーへの出席や、保健省との会合への出席など

が多く、任命された課題の仕事に割く時間が限られている。多大な経費で短期専門家を送

るのであるから、プロジェクトでは、十分な準備をして任命された課題に専念してもらい、

成果のあがるように活用しなければならない。
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8） マラリアの分布と季節消長

疾病対策のはじめには、それまでにわかっている事実を集めて、概要を知る必要がある。

このプロジェクトではマラリアの季節消長、地域分布、年齢分布など、概況的な記録は全

く見あたらない。一方、住血吸虫については、ＴＳＩの原稿作成時に我妻専門家が調査し、

報告書に記載、引用されていて、全国における８郡の位置づけが記載されている。マラリ

アについても遅ればせながら、調査記載をする必要がある。

9） モデル郡間の平等援助

プロジェクトは保健省からモデル郡へ、平等に援助するように要請され、日本側も了承

している。しかし、マラリアの少ない郡と多い郡に、平等に援助するという不合理を生じ

ている。

10）セミナー的会合と会議

郡や保健省での訓練セミナーの会合を、ワークショップと称して多数開き、また郡へ指

導者を送っている。主にベースラインサーベイとＫＡＢＰ調査のためで、その経費に対す

る意義には疑問が多い。日当をもらい、長時間のお喋りの好きな途上国でワークショップ

は歓迎されるが、それで成果が得られるとは限らない。また、保健省の会議に出席して、コ

ンサルタント的に指導しているというが、専門家本来業務の余技としてほしい。セミナー

の開催や、会合出席は効果のあがるもののみに止め、専門家は本来の技術協力に十分な時

間を割いて活躍してほしい。

11）マラリア対策マニュアルの再検討

すでに、マラリア駆除対策のマニュアルを郡に配布してあるというが、従来の進捗状況

を見ると、プロジェクト側に知識が少なく、また、蚊帳を使う活動も加わっており、さら

に高度な見地で、地域住民の労力を少なくし、効果的な方策を盛り込んだ、改訂マニュア

ル作りが必要になろう。

12）その他の活動、研究課題

改訂された方向性でも指摘されているように、専門家、保健省の必要とする、感染症駆

除活動や研究課題を取り入れなければならない。その場合でも、現地で真に必要性があり、

実施可能で、効果を生むかどうか、十分な検討の末に取り上げてほしい。言いなりの機材

供与は排除すべきである。



- 36 -

６．その他

〈モデル・ディストリクト（郡）視察結果概要〉

８モデル郡のひとつであるMashonaland Eastプロビンス（県）のＵＭＰ郡を訪問し、担当官から

マラリアおよび住血吸虫症の現状と対策活動の概要について説明を受けるとともに、マラリア・

センティネル・サイト（偵察地点）に指定されているヘルスセンターの活動状況を視察した。

本プロジェクトによって供与された顕微鏡等を使用し、トレーニングを受けた職員によって、

郡内14カ所のヘルスセンター、クリニックから依頼されたマラリア検査が実施され、郡内のマラ

リアの発生状況がよく把握されていた。



附　属　資　料

①　ミニッツ　　　　　

②　門司専門家報告書　

③　供与機材配置一覧表

④　マラリア発生率地図
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